
美里町告示第４５号  

 美里町付加価値創出商品販売促進事業補助金交付要綱を次のように定める。  

  平成３０年６月２２日  

美里町長 相 澤 清 一    

 

美里町付加価値創出商品販売促進事業補助金交付要綱  

（趣旨）  

第１条  この要綱は、町内の農産物等を用いた魅力ある商品の販路開拓に取り

組む事業者に対し、予算の範囲内において美里町付加価値創出商品販売促進

事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付等に関

し、美里町補助金等交付規則（平成１８年美里町規則第３３号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

（補助対象事業等）  

第２条 補助金の交付対象となる取組、補助対象者等は、別表のとおりとする。  

（交付申請の添付書類）  

第３条 規則第４条第１項に規定する別に定める書類は、事業実施計画書（様式

第１号）とする。  

（交付の条件）  

第４条 次に掲げる事業内容の変更を行うときは、補助金等変更申請書に変更

内容を記載した事業実施計画書を添付して提出するものとする。  

 （１）補助金交付決定額の増額を伴う変更  

 （２）補助金交付決定額の２０％以上の減額を伴う変更  

 （３）新規販売先の変更  

 （４）その他、重要な変更と町長が認めるもの  

２ 補助事業を中止し、又は廃止をするときは、補助金中止（廃止）届（様式第

２号）を提出するものとする。  

（交付決定前の着手）  

第５条 補助事業の着手は、補助金の交付決定に基づき行うものとする。ただし、

やむを得ない事由により、当該交付決定前に補助事業に着手する必要がある

場合には、事前着手届（様式第３号）を提出するものとする。  

（実績報告の添付書類）  

第６条 規則第１１条第１項に規定する別に定める書類は、事業実績報告書（様

式第４号）とする。  

 （適用除外）  

第７条 この要綱の規定は、この要綱による補助金以外に国、宮城県又は美里町

からの補助金又は交付金を受ける取組については、適用しない。  



（補則）  

第８条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は、町

長が別に定める。  

   附 則  

この告示は、平成３０年７月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第２条関係）  

取組対象  

美里町内産の農産物等を活用した新規商品の販路開拓に関

する取組であって、次に掲げる全ての要件を満たしている

こと。  

（１） 美里町内産の農産物等を活用した商品であること。  

（２） 事業者が開発した商品であること。  

（３） 申請年度の４月１日から起算して過去３か年以内に

開発・改良された商品であること。  

（４） 新規の販売先（イベント等への出店を含む。）である   

こと。  

※ 事業者が直接又は間接に運営する店舗、イベン

ト等は対象外とする。  

※ 既存の販売先で、複数の店舗、支店等を有する場

合において、今まで商品の取扱実績がない店舗、支

店等については、新規の販売先とみなす。  

補助対象者  

（１）町内に住所を有する者  

（２）町内に事業所を有する事業者  

（３）町内の任意団体  

（４）前３号のうち個人及び法人については、町税の滞納が

ない者  

事業期間  交付決定の日から当該日の属する年度の３月３１日まで  

補助対象経費  

次に掲げる全ての要件を満たす経費を補助対象経費とす  

る。  

（１）出店料、販売手数料、その他これに準ずる経費  

（２）事業期間内に支払いが完了する経費  

（３）金額及び使途等、証拠書類の提出が可能である経費  

補助金の額  

消費税及び地方消費税を除いた補助対象経費の２分の１

（１ ,０００円未満切り捨て）以内の額とする。ただし、１

０万円を上限とする。  

 備考  

  補助対象者が同一の取組を複数年にわたり行う場合の補助金の交付は、１  

回を限度とする。  


